























































































































































































































対象事業者数 − 9,666 件（91.9％）
9,451 件
（89.9％）

































































































































































































































































































































29　 経済産業省平成27年行政事業レビュー「議事録：2.ものづくり・商業・サービス革新事業」 （2015年6月11日） 3頁（https://www.meti.go.jp/information_2/publicoffer/review2015/koukai/
h27_g2.pdf）。











Ｈ24 補正 H25 補正 合計
申請数 23,971 件 36,917 件 60,888 件
採択数 10,516 件 14,431 件 24,947 件
採択決定額 （確定額）796 億円 1,361 億円 2,157 億円
事業者負担額 774 億円 1,812 億円 2,586 億円
事業総額 1,570 億円 3,173 億円 4,743 億円
直接的な効果 1.97 倍 2.33 倍 2.20 倍
図表9　波及効果（2015年3月時点）30
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補助率を2分の1から3分の2に引き上げる等である。
また、各種事業計画を策定し行政機関の承認を得て
いる場合は加点されるという仕組みをつくって、そ
の活用促進を図っている。代表的なものは経営革新
計画（提出先：都道府県知事）であろう。
経営革新とは、事業者が新事業活動を行うことに
より、3年乃至5年で付加価値額又は一人当たりの
付加価値額を年率3%以上伸び、かつ経常利益が年
率1%伸びる計画である。ものづくり補助金の事業
計画と類似点が多く相乗効果が期待できる。承認さ
れた中小企業は県のホームページ等で公表されてい
ることから、会社名、取得時期、テーマ等を抽出し、
やはり公表されているものづくり補助金の採択案件
一覧との関連性を検証することで相乗効果が測定で
きる可能性がある。ただし、「（ものづくり補助金に）
採択された事業者の大半が、野心的な経営革新計画
の策定等（をしている）39」との報告もあり、関連性
は高い可能性が示唆される。
９．金融支援による政策効果低下の阻止
ものづくり補助金をはじめとする各種補助金は、
原則として前払いはなく、一旦自社で全額を立て替
えて、事業完了後に補助金が振り込まれる仕組みで
ある。そのため、中小企業が補助金に採択されて直
面するのが資金繰りの問題である。資金繰りができ
なければ、辞退せざるを得ない。例えば平成28年
度補正事業においては、採択6,157件に対して3.9%
近くが辞退等をしている40。理由は資金繰り以外に
もあるだろうが、一定割合で生じていると推察され
る。これでは審査等に係った費用がムダになり、辞
退した中小企業分の予算が未消化となり、政策効果
が弱まってしまう。
そのため、中小企業庁及び金融庁は金融機関等に
対してつなぎ融資の円滑化に向けた協力要請を行っ
ている41。また、交付決定された補助金を電子記録
債権として登録して金融機関に担保譲渡することも
可能となっている42。
こうした金融支援は、政策効果を必ずしも高める
ものではないが、放置することによって生じる政策効
果の低下を阻止する機能を有していると評価したい。
また、「2.設備投資促進の狙い」で述べたとおり、
税制優遇措置との併用を認めることによってキャッ
シュフローを改善できることから、筆者は金融支援
的機能を果たしていると考えている。なお、政策効
果の測定として税制優遇措置の適用件数や金額を調
べるにあたっては、毎年度、財務省が公表している
「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告
書」に拠るが、ここからものづくり補助金の該当分
を抽出するには、中小企業庁等による精査を待たな
ければならない。
10．おわりに
本稿は、代表的な中小企業向けの補助金である「も
のづくり補助金」の政策効果を定量評価するために
は、どのような指標を設定し、アプローチすべきな
のかを検討してきた。具体的には、事業化の達成、
投資の回収、付加価値額の伸び、経済波及効果につ
いて検討を加えた。
また政策効果を最大化しようとする仕組みづくり
にも触れることで、今後の補助金スキームづくりの
ヒントとした。具体的には、他施策との連動による
相乗効果と金融支援による政策効果低下の阻止への
言及である。
本稿で一貫して言えることは、一つの指標で直ち
に評価するのではなく、他の指標の動きと考え併せ
て実態を正しく把握し、そのうえで指標が持つ意味
を考えることが肝要である、という基本姿勢である。
その意味では誌面の都合で扱うことができなかった
定性評価も重要な指標に変わりがないことを指摘し
ておきたい。
39　財務省・前掲注（2）8頁。
40　経済産業省・前掲注（1） 14頁。
41　 中小企業庁「補助金交付までの間の事業資金に対するつなぎ融資の円滑化を図るための要請について」2013年11月7日（https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/sogyo/2013/ 
131106tunagi.htm,2020年1月8日最終閲覧）。
42　沖縄地域事務局・前掲注（13）37頁。
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